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１【提出理由】 

当社は、2021年６月22日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するものでありま

す。 

 

２【報告内容】 

(1) 株主総会が開催された年月日 

2021年６月22日 

 

(2) 決議事項の内容 

  ＜会社提案＞ 

第１号議案 取締役全員任期満了につき12名選任の件 

取締役として、木村 康、ジャンドミニク スナール、豊田正和、井原慶子、永井素夫、ベルナール デルマス、

アンドリュー ハウス、ジェニファー ロジャーズ、ピエール フルーリォ、内田 誠、アシュワニ グプタ及び坂本

秀行の12名を選任する。 

   ＜株主提案＞ 

第２号議案 定款一部変更の件（経営上の最重要な契約等の内容の開示） 

定款第35条として、以下の条文を新設する。 

「当会社の議決権の３分の１以上を所有する株主との間で取り交わした資本・業務提携に関する契約に関しては、

その内容を、当会社の株主共同の利益を害さない限度において可能な限り詳細に、有価証券報告書等に於いて株主

に対して開示するものとする。」 

 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並び

に当該決議の結果 

＜会社提案＞ 
 

決議事項 
賛成数 
(個) 

反対数 
(個) 

棄権数 
(個) 

可決要件 
決議の結果及び

賛成割合 
(％) 

第１号議案 
取締役全員任期満了
につき12名選任の件  

 

(注) 

 

木村 康 33,816,877 801,843 18,081 可決 96.8

ジャンドミニク 
スナール 

33,922,601 696,119 18,081 可決 97.1

豊田正和 33,247,562 1,371,159 18,081 可決 95.1

井原慶子 33,364,289 1,254,432 18,081 可決 95.5

永井素夫 34,081,742 536,979 18,081 可決 97.5

ベルナール デルマス 33,902,745 715,975 18,081 可決 97.0

アンドリュー ハウス 34,080,403 538,318 18,081 可決 97.5

ジェニファー 
ロジャーズ 

34,253,186 365,538 18,081 可決 98.0

ピエール フルーリォ 33,510,486 1,108,228 18,081 可決 95.9

内田誠 33,940,599 678,117 18,081 可決 97.1

アシュワニ グプタ 33,981,590 637,130 18,081 可決 97.2

坂本秀行 34,000,602 618,119 18,081 可決 97.3

(注) 議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権

の過半数の賛成による。 



  

 
＜株主提案＞ 
 

決議事項 
賛成数 
(個) 

反対数 
(個) 

棄権数 
(個) 

可決要件 
決議の結果及び

賛成割合 
(％) 

第２号議案 
定 款 一 部 変 更 の 件
（経営上の最重要な
契 約 等 の 内 容 の 開
示） 

2,258,581 30,938,156 1,460,245 (注) 否決 6.5

(注) 議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権

の３分の２以上の賛成による。 

 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことにより、

決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができて

いない議決権数は加算しておりません。 

 


